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「TPP11」の発足について 

5 月 21 日、米国を除く TPP 参加 11 ヵ国による閣僚会合が開催され、「TPP11」の発足

に向けた協議が行われました。TPP11 については、脱退した米国が「異議を唱えることに

はならない」（ロス商務長官）などと容認する姿勢を見せたことからその構想が進み、5 月

2 日にカナダで首席交渉官会合が開かれたところです。 
今回の閣僚会合では、TPP11 に積極的な立場である日本、オーストラリア、ニュージー

ランドが交渉の進展に向け努力しましたが、米国への市場アクセスの拡大を前提にサービ

ス・投資分野で大きな譲歩を示していたベトナムとマレーシアは、TPP11 に消極的な姿勢

を示したようです。また、カナダとメキシコが北米自由貿易協定（NAFTA）の再交渉の関

係で、またペルーやチリも、米州全体との関係で消極的な姿勢を見せたようです。 
こうしたことから、各国の立場の相違を埋めることができず、今回の閣僚会合は「閣僚は

TPP の利益を実現する価値について合意し、総合的な質の高いこの協定に関し、原署名国

の加盟方法を含む早期発効に向けての選択肢の検討を開始することに合意した。また、閣僚

は、この検討の準備を貿易担当官に 11 月のベトナムでの APEC 経済閣僚会議前に終えるよ

う指示した」などの共同声明を採択して終了しました。なお、声明で示された「選択肢」を

検討する首席交渉官会合は 7 月に行われる予定となっています。 
 

「RCEP」について 

さらに、アセアン諸国、日本、中国、韓国、インド、オーストラリア、ニュージーランド

の間で別途交渉されている RCEP（東アジア地域包括的経済連携協定）の閣僚会議も、5 月

22 日に同じくベトナムのハノイで開催され、共同声明が出されました。この協定は、米国

抜きの TPP に代わるアジアでの経済自由化に向けたものとして注目されており、共同声明

では、年内の交渉妥結を目標とすることが合意されましたが、現在の交渉状況では、TPP に

比して、関税の引き下げやサービス、投資の自由化の水準も低く、さらにルールの分野でも

消極的な国が多く、必ずしも明るい見通しとはなっていないようです。 
文責：森 麻衣子 
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